
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問１ 日本における自由権の保障をめぐる記述として正しいものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 最高裁は，三菱樹脂事件で，学生運動に関わった経歴を隠したことを理由とする本採用の拒否を違憲と判断した。 

② 日本国憲法が保障する経済活動の自由は，公共の福祉との関係で制約に服することはない。 

③ 最高裁判所は，津地鎮祭訴訟で，公共施設を建設する際に行われた地鎮祭の費用を地方自治体が支出したこと 

について違憲と判断した。 

④ 日本国憲法が保障する表現の自由は，他人の権利との関係で制約に服することがある。 

 

問２ 日本国憲法が保障する表現の自由および通信の秘密に関する記述として正しいものを， 

次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 『チャタレイ夫人の恋人』という小説の翻訳が問題となった刑事事件で，最高裁判所は，わいせつ文書の頒布を 

禁止した刑法の規定は表現の自由を侵害するので違憲とした。 

② 通信傍受法は，組織犯罪に関して捜査機関が電話を傍受する際に裁判所の発する令状を不要としている。 

③ 『石に泳ぐ魚』という小説のモデルとされた女性がプライバシーを侵害されたとして小説の出版差止めを求めた 

事件で，最高裁判所は，表現の自由を侵害するとして出版差止めを認めなかった。 

④ 特定秘密保護法は，日本の安全保障に関する情報で特定秘密に指定された情報の漏ろう洩えいを禁止している。 

 

問３ 表現の自由に関連する記述として正しいものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 表現の自由のほかに，通信の秘密が，憲法に規定されている。 

② 報道の自由とプライバシーの権利とは，衝突することはない。 

③ 知る権利が，情報公開法上，明文で保障されている。 

④ 最高裁では，出版の差止めが認められたことはない。 

 

問４ 日本における身体の自由についての記述として誤っているものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 何人も，現行犯で逮捕される場合を除き，検察官が発する令状によらなければ逮捕されない。 

② 何人も，自己に不利益な唯一の証拠が本人の自白である場合には，有罪とされることも刑罰を科せられることも 

ない。 

③ 何人も，法律の定める手続によらなければ，生命や自由を奪われることも刑罰を科せられることもない。 

④ 何人も，実行の時に犯罪でなかった行為について，その後に制定された法律によって処罰されない。 

 

問５ 日本における財産権の保障についての記述として誤っているものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 海賊版の映像や音楽については，個人で使用するためのダウンロードが刑事罰の対象とされている。 

② 知的財産に関する事件については，これを専門的に取り扱う知的財産高等裁判所が設置されている。 

③ 憲法は，国民に認められる財産権の内容が，公共の福祉に適合するように法律で定められることを規定している。 

④ 憲法は，すべての国民が最低限度の財産を所有できるよう，国がそのために必要な政策を行うことを規定している。 

 

 右解答 問６ ③   問７ ②   問８ ④   問９ ①  問１０ ① 



問６ 刑事手続についての記述として正しいものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 被疑者の取調べは，憲法上，録音・録画が義務づけられている。 

② 検察官の強制による被疑者の自白も，裁判上の証拠として認められる。 

③ 最高刑が死刑である殺人罪については，時効が廃止されている。 

④ 現行犯逮捕の場合にも，憲法上，令状が必要とされる。 

 

問７ 日本における精神的自由の保障に関する記述として正しいものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 最高裁判所は，三菱樹脂事件で，学生運動の経歴を隠したことを理由とする本採用拒否は違法であると判断した。 

② 最高裁判所は，愛媛玉串たまぐし料事件で，県が玉串料などの名目で靖国神社に公金を支出したことは 

政教分離原則に反すると判断した。 

③ 表現の自由の保障は，国民のプライバシーを尊重するという観点から，マスメディアの報道の自由の保障を 

含んでいない。 

④ 学問の自由の保障は，学問研究の自由の保障のみを意味し，大学の自治の保障を含んでいない。 

 

問８ 日本国憲法は，Ａ「適正な手続によらなければ刑罰を科すことはできないということ」と， 

Ｂ「どのような行為が犯罪を構成しそれに対してどのような刑罰が科されるかはあらかじめ法律で定め 

られていなければならないという罪刑法定主義」とを要請する。刑事手続に関する日本国憲法の条文である 

次の①～④を，Ａ，Ｂの要請のいずれか一方に分類した場合に，Ｂに分類されるものを，一つ選べ。 

 

① 何人も，理由を直ちに告げられ，且つ，直ちに弁護人に依頼する権利を与へられなければ，抑留又は拘禁されない。 

② 公務員による拷問……は，絶対にこれを禁ずる。 

③ 何人も，自己に不利益な供述を強要されない。 

④ 何人も，実行の時に適法であつた行為……については，刑事上の責任を問はれない。 

 

問９ 刑事裁判に適用される原則についての記述として誤っているものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 裁判によって無罪が確定するまで，被告人は無罪であると推定されることはない。 

② ある犯罪についてひとたび判決が確定したときは，再びその行為を同じ罪状で処罰することはできない。 

③ 犯罪事実の有無が明らかでないときには，裁判官は，被告人に無罪を言い渡さなければならない。 

④ これまで犯罪でなかった行為は，後で法律を定めてその行為を犯罪としても，さかのぼって処罰されない。 

 

問 10 個人の権利や自由についての記述として正しいものを，次の①～④のうちから一つ選べ。 

 

① 日本国憲法は，学問の自由などの精神の自由を明文で保障している。 

② 日本国憲法は，犯罪被害者が公判に参加する権利を明文で保障している。 

③ 明治憲法は，法律の留保なしに表現の自由を保障していた。 

④ 明治憲法は，教育を受ける権利などの社会権を保障していた。 

 

左解答 問１ ④   問２ ④   問３ ①   問４ ①  問５ ④ 


